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研究成果の概要（和文）：本研究は、企業間連携による競争力の強化を利用し、さらに連携企業

からの組織間学習により新たな戦略的優位を構築していく力を「連携経営力」として概念化し

た上で、企業が競争力を強化発展させていく過程について、海外研究者及び企業実務家と共同

でその検証に取り組んできたものである。特に、日本や東アジアの代表的な企業として、パナ

ソニックやソニー、三星、マツダ、フォード、現代自動車、起亜自動車についてモノづくり、

ヒトづくりに留まらず、資金調達、世界立地やロジスティックスも含めた連携経営力の構築・

向上について幅広い考察を行ってきた。連携経営力は、従来の企業間戦略的提携論と組織間ネ

ットワーク論を結びつける、メゾのモデルとして今後のグローバル市場での競争優位と企業再

生を説明する上で有用と思われる。 

 
研究成果の概要（英文）：In this research, we have conceptualized the dynamic system to 

establish sustainable and competitive power by pooling synergy and learning in 

inter-relationships of companies as LMC (Linked Management Competence). Based on this 

concept, we have examined how these processes that have resulted in the turnarounds and 

reinforcement of dynamic competences took place in several major companies in Japan and 

East Asian countries. More specifically, we intended to investigate the financing, global 

locations and logistics, HRM and operation management, and SCM of Panasonic, Mazda, 

Ford, Hyundai Motor and Kia Motor. It was found out that LMC concept is useful and 

efficient to explain how the factors of strategic competitive advantages of organizations 

work out in the mezzo level perspective, enhancing the power of explaining about 

turnaround and growth of a corporate more than merely doing it through the perspectives 

of network systems (macro level) or strategic alliances (micro level). 
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科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
１．研究開始当初の背景 

グローバルな企業間競争が熾烈化し、業界
再編が多くの業界で急速に進んでいる。90

年代までの業界再編との大きな違いは、企業
が資本市場の動きによりある日突然に存亡
の危機を迎える畏れが大きいことである。ゆ
えに各企業は他社に負けない速さで市場で
の優位を確立し、資金調達もそれを含めた経
営力の強化も高速で行わねばならない。この
ような時代の企業の競争力は、モノづくり、
ヒトづくりなど深層での能力蓄積だけでは
不十分で、資金調達・ロジスティックなどを
含めて他社の連携システムを学習し、自社の
連携システムを再構築していく経営力が求
められる。 

 一般的状況下の、個別企業の「経営力」に
ついては、従来から理論的研究も実証研究も
少なくはない。「経営力」を、企業再生論に
位置づけると、具体的な倒産の危機という要
因の下で、通常は困難な劇的革新がなされ、
再生されており、個別企業による自律的再生
の研究は多くなされている。しかし、企業競
争がますます厳しくなり、かつ企業間連携が
多くなってきている今日、1 社の努力だけで
再生を目指すのではなく、戦略的に連携を活
用し、他社の強みを学習して再生しつつ、さ
らには新たに連携企業同士の連携を編成す
る戦略が、再生戦略の選択肢としてより一層、
重要性を増している。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、以下の点を究明することを目的
とする。 

（１）近年のグローバル競争で求められる企
業間連携と学習による競争力を「連携経営
力」として概念化を試みる。 

（２）連携経営力へのアプローチには、組織
間学習、共創、資源の共同利用を含んでおり、
具体的には、モノづくり、ヒトづくりに留ま
らず、資金調達、世界立地やロジスティック
スも含めた連携経営力の構築・向上における
組織間ダイナミクスを主に考察していく。 

（３）共同研究陣により、日本のみならず、
韓国、台湾などの主要企業での経営実践を精
査し、比較検証を行う。 

 

３．研究の方法 

本研究は、綿密な先行研究の上、定量的、
定性的研究方法を複合的に駆使して行われ
た。定量的な研究方法としては、社会ネット
ワーク分析用のソフトウェアを応用して、パ
ナソニックとソニーを焦点組織とする組織
セットの資本ネットワークの変遷過程を克
明に可視化した上で、焦点組織の成果との関

係を計量的に実証している。 
 一方で、連携経営力の具体的な展開のあり
方については、徹底したフィールドワークを
通じて裏打ちされている。フィールドワーク
の範囲は、日本、韓国、米国、タイ、台湾に
及ぶものである。 
 
４．研究成果 

我々は「連携経営力」の概念を様々な角度
から実証してきた。研究のプロセスにおいて
は、全体を 3 つのチームに分け、それぞれの
チームが異なる手法、研究対象を導入した。 
 
（１）理論的枠組みの提示 

複数の企業が関わる連携力を論じる従来
の研究の多くは、単独企業間の資本提携と業
務提携を分析の中心においてきた。これらの
研究では、規模の経済のような経済的な要因、
暗黙的談合のような政治的な要因、組織間学
習の要因を連携力の主軸をなす要因として
描かれている。 

本研究は、企画段階から単独企業間の連携
力にとどまらず、焦点企業を取り巻く組織セ
ット内での複数の関連組織間の連携力、ひい
ては組織セット間の連携力に分析対象の次
元を拡張し、複眼的に捉えてきた。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典：本研究の研究計画調書による） 

 
赤岡(2013)は、変貌しつつある日本型経営

を体系的に説明する上で、焦点組織を中心と
した戦略的連携体である組織セット全体を
見据えた視点が有益であることを示してい
る。同研究は、日本企業の労働市場と資本市
場における市場原理主義の貫徹度の強弱を
両軸として、資本・労働市場とも市場原理主
義の性向が強いアメリカ型、資本・労働市場
とも市場原理主義が相対的に弱い従来の日
本型とした上で、現在の日本型経営は資本市
場では市場原理主義が強いが、労働市場では
従業員関係を重視する制度に再度回帰して
いるため、従来の日本型とは区別して「オメ



ガ型経営」と命名している。 
 
（２）エレクトロニクス産業における連携経
営力の経時的分析 

企業再生を試みる焦点企業の中には果断
にオメガ型経営を取り入れ、組織セット内外
における企業間資本提携関係を見直すケー
スが多くみられる。特に、グローバル市場に
おける新製品開発競争が激しさを極めるエ
レクトロニクス産業においてはそのような
傾向が大きく、分析レベルとして組織セット
をとらえる視点は、重要性を増している。 

朴・陳（2011）は、パナソニックが深刻な
業績不振に見舞われていた 2002 年と復活を
遂げた 2005 年における、パナソニックとそ
の関連会社や非連結子会社などとの資本関
係の構造的変化をネットワーク図を用いて
分析した。その結果が示唆しているのは、連
携力における戦略的重要度により、パナソニ
ックの組織セットは取捨再編されていたと
いうことである。同研究は、パナソニックの
投下資本利益率という成果指標と資本ネッ
トワークの変化とを関連づけることによっ
て、組織セットの次元で企業再生の要因を究
明するという新たなアプローチの方法を具
体的に提示したものである。 

Yousin Park and Yunju Chen(2012)はパナ
ソニックグループとソニーグループの資
本・取引ネットワーク関係について社会ネッ
トワーク分析を用いて可視化し、両社の経営
再生の可能性を企業間関係の再構築という
観点で比較検討したものである。その結果、
近年ソニーと関連会社群との資本関係のネ
ットワークはオープン集約の性格が強いの
に対して、パナソニックは内部ネットワーク
の中での集約を志向していることを計量的
に検証することができた。即ち、組織セット
内での資本関係も含めた連携力のあり方は、
赤岡（2013）が示唆するよう、経営環境のド
ラスチックな変化が圧力要因となり、戦略的
重要度のふるいにかけられ、既存の組織セッ
トが取捨再編される傾向にあるが、その具体
的なあり方は、焦点組織の戦略に依拠すると
いう解釈ができる。 

一方、姜（2011）は、韓国の三星グループ
の事例を取り上げ、焦点企業である三星電子
が組織セットの外に存在する数多くの一流
のグローバル企業との複合的提携を介した
組織学習を通じて急速に技術開発力を身に
つけてきたことを検証している。特筆すべき
ことは、三星が経営資源に恵まれていた時期
のみならず、苦境に追い込まれていた時期に
おいても、組織セット内の再編に大きく頼ら
ず、オープンイノベーションの次元から活路
を模索してきた点である。また、イノベーシ
ョンの観点からソニーの成長戦略について
も検討が進められており（姜(2013)）、当該

分野における日韓比較研究に進展をみた。 
 
（３）マツダ・フォードと現代・起亜自動車
の連携経営力についての比較研究 

自動車分野においては、研究企画当初から
日韓比較を中心に研究が進められてきた。 

李・平野（2012）は、フォードの傘下で企
業再生と成し遂げたマツダと現代自動車グ
ループの中で危機から脱却し、グローバル市
場で通用できる競争力を身につけた起亜自
動車の２つのケースを比較分析し、企業連携
力のあり方についての解明を試みた研究で
ある。フォード・マツダ間の経営連携力は、
経営権の譲渡に拘わらず互いに学習しあい、
補完しあうという互恵的な関係を演出しな
がら、経営資源の共同利用は時間をかけて慎
重に進めていたのに対して、現代・起亜グル
ープの事例では、買収当初から、組織間学習
よりは経営資源の集約と共同利用による連
携経営力に傾倒していた。これらの事例研究
より、連携経営力は、企業間関係のコンテキ
ストに強く依存しているということが分か
った。 

李・平野（2013）は、さらに分析視点を組
織セットに拡張させ、フォードグループとマ
ツダグループ、旧現代自動車グループと旧起
亜自動車グループとの関係が資本関係の推
移と時系列に沿ってどのように変遷してき
たかについても目を配っている。即ち、両陣
営のサプライチェーンマネジメントにおい
ても、経営資源の集約に傾倒してきた現代起
亜と互恵性と相互学習を標榜してきたフォ
ード・マツダにおいて、その様相は大きく異
なっているということが分かった。 
 また、マツダとフォードの海外事業部門に
おける連携力については、井村・平野・陳を
中心に丹念な海外実地調査（米国、タイ）が
なされてきた。 

他方、マツダの戦略については、研究協力
者の光田稔マツダ執行取締役の協力を得て、
実務家講演会や東京本社へのフィールドワ
ークが実現され（平野・李）、信頼性ある実
証研究が達成できた。これにより、フォード
傘下で再起に成功したマツダの経営陣がフ
ォードから学んだ点として、グローバルな視
点と情報力、財務管理、リーダーの人材育成、
ブランド戦略に及ぶ、総合的組織間学習であ
ったことを確認することができた。 
 これらの国内外のフィールドワーク研究
から得たインプリケーションは他の研究成
果にも反映されている。 

以上の研究成果発表として、2013 年 1 月
26日県立広島大学で Wayne State University
の Ken Riopelle 教授と Julia Gluesing 教授
を招聘して、フォード自動車のグローバル戦
略に関する国際シンポジウムを開催した。 
同シンポジウムでは、フォード社の最高経営



者の経営戦略の変遷とエンジニアのリーダ
ーシップ教育訓練の歴史的な展開とその成
果と意義について、フォード社の幹部教育に
直接関わってきた研究者との深いディスカ
ッションを交わすことによって、我々が蓄積
してきたフォードとマツダとの組織間学習
を中心とした経営連携力に関する知見をよ
り一層深めることができた。 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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